


課題 バディ制度のノウハウの公開と地域や全国への水平展開

目的 空き家を住宅確保要配慮者が入居しやすい住宅に利活用するため

取組内容 ①バディ育成講座コンテンツ制作 ②市民向け講座開講 ③育成講座
公開

成果 育成講座コンテンツ制作、市民向け・企業向け説明開催、育成講座公開すべて
完了

住宅確保要配慮者向けセーフティネット住宅に付帯するバディの普及活動 （空き家・空き地の相談セン
ター）

①住宅確保要配慮者と空き家オーナー・地域住民の間に立ってコミュニケーションを図るバディさんに必要な知
識・ノウハウの公開講座の製作

YouTube にて公開中 https://www.youtube.com/channel/UCc9P_jkQHRM0lwdl7U5tnsA

第１回 『空き家の現状と問題点』 第２回 『バディを付帯した住宅確保要配慮者向け住宅について』
第３回 『外国人向け賃貸住宅の注意点』 第４回 『障がい者向け住宅の注意点』
第５回 『シングルマザー向け住宅の注意点』 第６回 『高齢者に賃貸するときの注意点』
第７回 『活躍するバディをご紹介』

②高浜市民向け、高浜市内企業向け説明会
３回開催 外国人住民・企業を含め５６名参加
うち４名がバディ登録

③高浜市内企業訪問による説明 ２１社

④空き家利活用実績
障がい者グループホーム向け 全国で２２件
社宅をバディ付きアパートに転用した事例２軒
いずれも法人契約であった

https://www.youtube.com/channel/UCc9P_jkQHRM0lwdl7U5tnsA


行政･地域･民間が連携して空き家問題解決に取り組む仕組みの構築 宇多津町空き家サポートネットワーク
(一般社団法人空き家コミュニティ) 別添資料

課題 町として空き家等対策計画を策定しているが、具体的に取り組めておらず、空き家に関する相談は、老朽化し取り壊すし
か方法がない段階であることが多い。啓発活動として、広報やHPで行っているが、空き家バンクの登録数も少ない。

目的 町役場内に住民が安心して相談できる窓口を設置し、誰に相談したらよいのか悩んでいる空き家所有者に対し、行政と専
門家等が連携して、個々の問題についてワンストップでサポートを行うネットワークを整備することを目的とする。また、
今後空き家問題を抱える恐れのある所有者への啓発ツールとして、書き込み式空き家ガイドブックを作成し、早めの空き
家対策を講じることで、空き家問題を減らすことを目指す。

取組内容 ①空き家サポートネットワークの設立･運営 ②空き家相談員の育成及び相談窓口の設置･運営③書き込み式ガイドブック
の作成④町民向けセミナーの開催⑤空き家調査をベースとした「活かせる空き家のマッチングシステム」の構築

成果 〇空き家相談窓口及び空き家サポートネットワークの設立〇書込み式ガイドブック「～空き家で困らないために～住まい
の未来を考えるノート」の作成〇町民向けセミナー&無料相談会の開催

空き家サポート ネットワーク

宇多津町
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〇空き家相談窓口及び空き家サポートネットワークの設立

相談者が安心して相談できる窓口を町役場に設置し、行政と
専門家等が連携して、ワンストップで個々の問題について
サポートを行う。12件の相談に対し提案書を提出。うち２件
空き家バンクに登録し、2件とも売買契約締結完了済。

〇書込み式ガイドブック
「~空き家で困らないために~住まいの未来を考えるノート」の作成

〇町民向けセミナーの開催
空き家対策・家財整理をテーマに
セミナー及び無料相談会を開催



取組み 一元的な相談窓口機能の拡張と試行

別添資料４官民が連携した、持続可能な空き家対策プラットフォームの整備（空き家利活用支援協議会）

課 題
 専門家のボランティアに頼っている空き家対策
 活動しやすい環境（官民連携プラットフォーム）の整備

目 的
 官民の役割分担の明確化と持続可能なプラットフォーム整備
 自立運用する仕組みの検討

 高度成長期に造成された住宅団地の所在する蓬莱地区で試行実施
 試行結果を踏まえてワンストップサービスフローの改善・マニュアル修正
 窓口のヒアリング品質の向上を目的としてヒアリングマニュアルを作成
 自治体と民間の役割分担、自治体による支援・育成の方法について整理

仕組みの試⾏と改善

①
相
談
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④初期相談
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従来（受動的）拡張（能動的）



課題 空き家になる前の段階から、相続や生前贈与など住まいの将来の相談が出来る体制を構築し、流通困難物件や管理不全物件
の発生を予防し、課題が複雑化した空き家の発生を抑止する必要がある

目的 これまで大牟田市と構築してきた各種専門家や企業と連携した「空き家相談窓口」の運営ノウハウを活かし、その対象地域
を「有明圏域定住自立圏」へ拡大し、圏域全体の空き家問題解決と移住定住策を模索する。

また、地域包括ケアシステムを活用し、地域包括支援センターや介護支援専門員と連携し、空き家になる前の段階から住
まいの相談が出来る体制を整え、空き家予備軍に対して早期の支援体制や住み替えの提案が出来る体制を構築する。

その結果、流通困難物件や管理不全物件の発生を未然に抑止し、空き家所有者や将来の相続人の経済的負担の軽減を図り、
空き家の流通・利活用・建物の除却を促進させ、老朽危険家屋を減らすなど社会環境の向上と地域経済の活性化を促す。

取組内容 ●専門家との連携 ●相談窓口の運営 ●市民向けセミナーの開催 ●相談会の開催 ●空き家対策検討委員会の開催
●リモート相談 ●マッピングシステムの活用・情報共有 ●空家発生抑止会議の開催 ●YouTubeチャンネルでの情報発信
●地域包括支援センターと連携会議の開催 ●福祉関係者向け向けセミナーの開催 ●介護支援専門員と協力した相談員派遣

成果 ●空き家空き地相談窓口の運営 ●定住自立圏内自治体との連携体制構築 ●市民向けセミナー・相談会の開催
●福祉関係者向け研修会の開催 ●空き家・空き地パンフレット作製 ●空き家発生抑止パンフレット
作製
●セミナー動画撮影・動画の配信 ●コミュニティーFMでのCM                          ●インターネット広告配信
●相談窓口利用者分析表 ●利用者の声 ●各種広告物 ●福祉職員向け研修会資料

有明圏域定住自立圏における空き家相談窓口運営と
地域包括ケアシステムを活用した空き家発生抑止事業（ありあけ不動産ネット協同組合）

別添資料４



三重県南伊勢町「空き家活用中間支援組織モデル化事業」（株式会社エンジョイワークス）

課題 増加する空き家・遊休不動産の活用を推進する中間支援組織の機能不全（物件登録が進まない）

目的 住宅市場を育てるため、空き家活用の中間支援組織を機能させ、モデル事業をつくって全国に事例を広める。

①空き家のオーナーが安心して相談ができ、物件を預けることもできる、より実行力の高い中間支援組織の構築を図る
②空き家のオーナーに対し、実際に空き家をどのような形で利活用することができるのか、実例を交え示し、金銭的な面で
の空き家活用への不安を取り除いた形で実際の事例をつくります
③同様の課題を抱える地方自治体等に対し、南伊勢町での取り組みをモデルとして展開。

取組内容 【取組①-1】中間支援組織の構築
【取組①-2】モデル事例の創出
【取組②】三重県南伊勢町での取り組みを全国の自治体・金融機関・地域団体向けに発信

成果 三重県南伊勢町での議論・空き家活用事業例の報告書
全国への取り組み周知の成果報告書

© 2021 ENJOYWORKS All rights reserved.

【取組①-1】中間支援組織の構築
１：専門業者が不在の過疎地において代替人材の組織化を検討
２：空き家問題に関わるステークホルダーと議論を実施
３：既存組織の連携強化と適切な組織形態の検討
4：中間支援組織の運営サポートの実施
５：マッチングサイトの改修とサポートの実施

【取組①-2】モデル事例の創出
１オーナー向け説明会の実施

『座学セミナー』と『町内始めての賃貸物件の視察ツアー』の2部構成で実施
不動産会社が存在しない南伊勢町で、空き家バンクに登録後に売却、賃貸など
の不動産取引をどのように円滑に運営していくかが大きな課題となっており、
現状抱えている懸念事項(特に賃貸契約における費用負担と責任区分)を理解い
ただく目的でセミナーを実施。

【取組②】三重県南伊勢町の取り組みを全国の自治体・金融機関・地域団体に発信
同様の課題を抱える地方自治体等に対し、南伊勢町での取り組みをモデルとして展開
１部：まちづくり人材の育成について
2部： 組織構築について（中間支援組織構築）
3部：ファイナンス手法について（行政に頼らない、地域ファイナンス手法）
（COVID-19の影響により、オンラインへ変更し開催予定）

【取組内容の概要】

取組①−１ 取組①−2
中間支援組織の検討 オーナーセミナーの実施

取組①−１ 取組①−2
マッチングサイトの改修サポート 地方自治体関係者セミナー実施



泉州縦断ウルトラ相談会 ～空き家問題見える化システム～ （大阪府宅地建物取引業協会 泉
州支部）

課題 大阪府南部の泉州地域は１９５０年代までにベッドタウンとして多くの住宅が建設された。高齢化社会進展にとも
ない中古住宅として流通できない空き家の増加が進み社会問題化してきている。宅建業者が空き家の価格査定、売
却・賃貸に関するアドバイスや実際の取引には対応できるが、相続登記・建物解体・土地・建物の測量や・リ
フォーム・リノベーション・又売却に関わる税務等の費用を即座に提示出来ず、結果的に見積・試算中となり解決
には至らず継続中となったり相談者に不安をつのらせ問題解決に至らず納得される対応が出来ない案件も多く見受
けられた。
又、相談中・継続中の長期案件の中でも、相続手続きや様々な外部要因が重なり、時間の要する事案も多く相談内
容の進捗状況が自治体担当者・宅建業者と連携が取れないケースも多数見受けられる。

目的 自治体の空き家対策の取り組みを進めて行く中で、空き家所有者が抱えている課題に具体的に対応する為に、当団
体が主体となり、司法書士・土地家屋調査士・税理士・建築士等の専門家との連携を得て、空き家セミナー＆相談
会を開催し、空き家問題の深刻さと早期取り組みの重要性の啓発行う。空き家所有者の相続登記・建物解体・土
地・建物の測量や・リフォーム・売却に関わる税務等の費用を解りやすくPC・スマートフォン・タブレット等でも
提示可能な解説動画（YouTube）と各項目の概算算出システム『おねだんイクラちゃん』を構築、空き家の未然防
止、利活用につなげる。相談内容の進捗状況については、自治体・宅建業者が相互に進捗状況を確認できる『宅建
クラウド』システムを構築し、自治体と連携をとりつつ諸問題が放置されない様に空き家の解消につなげる。

取組内容 ①空き家セミナー＆相談会の３回・８会場の実施・PRチラシ・リーフレットの作成、自治体７市４町への配布
②自治体対応型連携システム『宅建クラウド』の構築、自治体７市４町への提供
③概算見積費用算出・見える化ツール『おねだんイクラちゃん』の解説動画（YouTube）・システム構築・
自治体７市４町への提供
④空き家相談員のスキルアップ研修会の開催・相談事例集の作成

成果物 ①空き家セミナー＆相談会の実施・PRチラシ・リーフレット
②自治体対応型連携システム『宅建クラウド』
③見える化ツール『おねだんイクラちゃん』解説動画（YouTube）
④見える化ツール『おねだんイクラちゃん』概算見積費用算出システム
⑤相談事例集 ⑥相談会告知用封筒

取組内容 ・泉州地域の８市町村・岸和田市社会福祉協議会と連携
をしメイン会場とサブ会場をオンラインで繋ぎ、空き家
やセミナー＆相談会を通じた啓発活動並びに空き家情報
の抽出を⾏った。また、早期解決の為のツールとし相続
登記・建物解体・⼟地・建物の測量・リフォーム・売却
に関わる税務等の概算⾒積費⽤を算出するシステムを構
築。⼜、相談後の進捗状況を⾃治体・宅建業者が相互に
共有できるクラウドシステムも構築。
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コンサルティング手法を活用した大阪都市圏衛星都市の空き家対策総合支援
事業

（一般社団法人 大阪府
不動産コンサルティング協会）
課題 空き家問題解決には、地域、物件、権利等の特性を考慮した手法が要求される

目的 「広域の空き家相談」と「地域の空き家相談」に区分し、コンサルティング手法を活
用しながら問題解決支援を実践することで空き家問題の解決に寄与する

取組内容 ①大阪府と同府に隣接する市町村の空き家を対象にした空き家総合相談体制の拡充
②市町村での地域特性を考慮した空き家問題解決のための意識啓発事業等の実施

成果 ●「コンサルティング手法を活用した空き家相談・問題解決に関する研修会」資料
●広域空き家相談窓口の運営にかかるランニングコストとその資金確保に関する検討結
果報告
●市町村での地域特性を考慮した空き家問題解決のための意識啓発事業等の事例

取組内容

①大阪府と同府に隣接する市町村の空き家を対象にした空き家総
合相談体制の拡充

・相談窓口「大阪の空き家コールセンター」の開設
・遠隔地に居住する空き家所有者向けの相談会の実施
・空き家相談会の開催と相談員の派遣等
・相談員向け研修会、勉強会の開催
・空き家対策のランニングコストの算出とその資金確保の検討

②市町村での地域特性を考慮した空き家問題解決のための意識啓
発事業等の実施

・市町村との連携と当該市町村の状況調査
・空き家対策の企画と実践
・地域専門家との連携体制の構築

❶地域住民による空き家調査（豊能町）延期
❷空き家購入希望者向けのアプローチ（枚方市）
❸自治体と民間における連携のあり方についての検討（八尾市）
❹寺内町の空き家活用におけるサポート（貝塚市）
❺近隣の空き家に対する問題解決手法の研究（堺市）
❻総合的な相談体制の構築（四條畷市）

主な成果物

●衛星都市における空き家
相談体制の構築と空き家に
関する意識啓発のための手

引

●広域空き家相談窓口の運営に
かかるランニングコストとその

資金
確保に関する検討結果報告

●「コンサルティング手法
を活用した空き家相談・
問題解決に関する
研修会」資料



課題 管理不全な空き家の増加などによる地域の住環境悪化や活力低下のおそ
れ、民間と行政による空き家対策の具体的な推進体制の構築

目的 本町の特性を踏まえた空き家対策の迅速かつ継続的な取組に向けたワン
ストップ型の空き家相談窓口・相談体制の構築

取組内容 ネットワーク会議（４回）、空き家実態調査・アンケート調査（モデル地区居住
者、空き家所有者）、先行事例研修会（２回）、空き家セミナー（１回）・個別相
談会（３回）の実施、空き家相談窓口の設置、ネットワーク周知など

成果 ①実働のネットワーク設立と課題の共有
②事業の必要性の確認
③空き家セミナーや個別相談会など具体的な取組の実施

いますぐ実現！地域密着型の機動力あるマッチングによる試験的
空き家活用 （遠賀町空き家活用ネットワーク）

別添資料４

【成果物】：相談窓口対応マニュアル、ネットワーク
紹介ポスター（20部）、 事業周知冊子（300部）、
事業紹介パネル（８枚）、HP、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ・ﾍﾟｰｼﾞ

 

 

 

 

 

空き家所有者、 

相続人等 

空き家等の 

利用希望者 

移住・定住、就農、

創業家、起業者 

 

専門家による 

相談対応 

空き家を活用 

した起業支援 

建設（工務店）、解体 

建築士 

司法書士 

土地家屋調査士 

商工団体 

社会起業家支援団体 

遠賀町 ※ 

対象者 遠賀町空き家活用ネットワーク（R3 年度） 

地域住民 
※ オブザーバー 助言・協力 

宅建士 

地元金融機関 ※ 

広告・デザイン 

サービス
の提供 

対象者とネットワーク体制の考え方対象者とネットワーク体制 空き家相談窓口の役割（方針決定まで支援） 試験的空き家活用に向けた
マッチングの展開イメージ



金沢市空き家等活用・流通促進体制スタートアップ支援事業 （金沢
市）

課題 令和２年度に構築した「金沢市空き家等活用・流通促進体制」の効率的かつ継続的な運営

目的
現在、本市が担う「金沢市空き家等活用・流通促進体制」の運営事務局を高度な知識や豊富な経験を持つ
民間団体等へ移行することにより、更なる空き家の活用・流通促進を図るとともに、効率的かつ継続的な
体制運営を目指す。

取組内容

１．民間団体等への移行支援
公募型プロポーザル方式により、当体制を基盤とした効率的かつ継続的な運営を担うに相応しい
民間団体等（2団体）※を運営事務局として選定し、移行に向けて、以下の①～③の事業を委託
①普及啓発事業 ②活用・流通相談事業 ③検証事業
※一般社団法人石川県木造住宅協会、公益社団法人石川県宅地建物取引業協会

２．クラウドサービスの導入
業務の効率化及び情報共有の迅速化に向けたクラウドサービスの導入

成果

民間団体等への移行支援を通じて、運営における課題を把握し、次年度以降の運営事務局、専門団体※、
市が担う役割の検証を通じて、円滑な民間団体等への移行の道筋をつけた。また、事業運営へのクラウド
サービスの導入により、業務の効率化及び情報共有の迅速化が図られた。 ※体制を構成する不動産
団体などの11の専門団体１．民間団体等への移行支援

２． クラウドサービスの導入

＜① 普及啓発事業＞
「空き家化の予防」、「老朽空き家の解消」、
「体制利用の周知・促進」

・体制のパンフレットの作成及び配布
・ホームページへの掲載
・体制PR動画の作成

＜② 活用・流通相談事業＞
・相談案件(全11件)について以下の業務を実施
ⅰ）相談内容に応じた専門団体の割り当て
ⅱ）空き家等の現地調査
ⅲ）相談者と面談
ⅳ）活用策の提案、費用の提示

・過去の本市への空き家の相談案件を洗い出し、
電話やチラシの送付等を行い、当体制の利用
を促進

・運営事務局及び専門団体に対して、
概要・操作説明会を実施（R3.11）

・クラウドサービス運用マニュアルの作成（R3.11）

・クラウドサービスの運用を開始（R3.12～）

・クラウドサービスの設定等を随時更新

＜③ 検証事業＞
①、②の事業を通じて運営上の
課題を把握し、次年度以降の事業の
継続性と発展性を検証

＜パンフレット＞

＜ホームページへの掲載＞

別添資料４



課題 空き家対策には市町村と専門家が連携が重要であるが、各市町村空き家担当者（以下担当
者という）が抱える最大の問題は「職員の異動による知識のリセット」である。新任担当
者に対する継続支援が必要である。

目的 担当者が異動する年数は市町村ごとに違うが、専門家との継続した連携を図るためにも、
担当者のレベルを常に一定水準維持できるように、指導や連携を行っていく。

取組内容 ①市町村空き家担当初任者向けオンライン研修会の実施
②市町村フォローアップメールフォームの作成
③「行政版空き家相談士ちゃんぺら」Q＆A集、相談事例集作成

成果 新任担当者が実務に生かせる研修の実施（岐阜県内42市町村中25市町村参加）
担当者の要望を盛り込んだ「行政版空き家相談士ちゃんぺら」の作成

市町村空き家担当初任者向け定期継続支援事業 （特定非営利活動法人岐阜空き家・相続共生ネット）別添資料４



課題 市内における空き家件数が増加し、空き家問題が顕在化している。

目的 空き家活用コーディネーターを育成するとともに、案件ベースで対応できるコーディネーターを中心とし
た地域専門家との連携体制を構築し、空き家利活用を推進する。

取組内容 ・地域の専門家との連携体制構築 ・コーディネーターの育成
・空き家トリアージの実施 ・相談事例のデータベース化
・空き家対策セミナーの開催 ・空き家リーフレットの配布
・全国版空き家バンクの活用

成果 ・コーディネーターの人材育成及び空き家相談時の窓口と地域専門家との連携体制の構築
・空き家活用のための手法の確立（空き家トリアージ）
・空き家所有者への啓蒙活動および空き家情報の情報発信の強化

産学官連携による空き家活用コーディネーター育成及び相談窓口構築事業（佐渡
市）

●地域の専門家との連絡体制構築
宅建協会、建築業者、解体業者など空き家に精通
した専門家との連携体制を構築

●コーディネーターの育成
地域おこし協力隊の2名から選出し、相談員育成カ
リキュラムを受講

●空き家トリアージの実施
空き家の活用、処分についてより掘り下げた具体的
な内容を提案できるよう実施体制を構築

●相談事例のデータベース化
●空き家対策セミナーの開催
市内では初めて開催。空き家に対する啓蒙を実施

●空き家リーフレットの配布
●全国版空き家バンクの活用
佐渡市空き家情報システムとの並行稼働により情報発
信の間口を広げ、所有者へのPR及び利用希望者からの
問い合わせ増加を図る

取組内容

◆空き家トリアージの実施

◆空き家対策セミナーの開催

主な成果

●空き家の相談窓口の構築
・空き家コーディネーターを育成し、
相談・連絡体制を構築

●空き家対策セミナーの開催
・参加者：38名

●空き家情報の情報発信強化
R3年度空き家情報

登録数：36件
契約数：34件（12月末現在）



課題 ①中⼭間地域の地⽅公共団体の空き家相談窓⼝と⺠間企業や地域専⾨家との連携（体制）が不⼗分
②中⼭間地域の空き家相談員不足

目的 ①地⽅公共団体と⺠間企業や地域専⾨家の連携強化 ②空き家相談員の⼈材育成 ③相談対応マニュアル作成

取組内容 ①地⽅公共団体の空き家相談窓⼝とJAの連携による相談体制の仕組構築 ②空き家相談員の⼈材育成および連携強化
③相談対応マニュアル冊子作成

成果 ①地⽅公共団体の空き家相談窓⼝とJAの連携および空き家対策の周知
②空き家相談員の⼈材育成（座学・実践研修）および地⽅公共団体の空き家相談窓⼝と地域専⾨家の連携強化⽅法 ほか

中山間地域の地方公共団体とJAの連携および人材育成による空き家相談体制の仕組構築
（NPO法人住環境デザイン協会）

地方公共団体の空き家相談窓口とJAの連携および空き家対策の周知 空き家相談員の人材育成（座学＋実践研修）と連携強化方法

◆ JA広島市女性部役員研修会（JA広島市レディストップ研修会）

内 容
日 時 令和4年1月7日（金）
会 場 JA広島市本店4階会議室
参加者 45名（役員総数80名）

※コロナ感染拡大で参加人数制限

JA組織は
金融・保険・経済・営農と

幅広く事業を行い
そのエリアは中⼭間地域に亘る

◆10/26（火） 空き家コンサルタント養成講習会（人材育成：座学）

◆ 11/20（土）三次市空家対策講演会＋相談会（人材育成：実践研修）
開催形式 会場＋オンライン配信
参加者 28名 （会場21名オンライン7名）相談会参加者1名

受講対象者 自治体職員（空き家相談に携わる）
自治体と連携する地域専門家（士業等）

参加者数 42名（内訳は右表）
＊参加者：地方公共団体22名、士業4名

取組結果
①広島市住宅政策課とJA広島市をつなぐ
＊空き家相談窓⼝として同課を紹介

②JA広島市女性部役員に空き家問題と対策周知
＊我が家の終活（FP・広島修道大学非常勤講師）
＊広島市空き家対策（広島市住宅政策課）

③女性部役員より未参加会員へ重要性周知・伝達

目的
①地方公共団体空き家相談窓口とJAの連携基盤構築
＊研修会を実施し、当協会が両者のパイプ役となる

②JA女性部組織と連携し、空き家対策の周知を図る
＊広島県13JA、女性部13組織（総会員数18,000人）
＊全国女性部607組織（総会員数49万人）

目的 ①空き家相談員の人材育成（座学＋実践研修）
＊対象者：地方公共団体空き家相談窓口職員と地域専門家
＊養成講習会で座学し、三次市相談会で実践研修実施
（実践研修は相談会に市職員が同席し、専門家の相談対応を学ぶ）

②地方公共団体の空き家相談窓口と地域専門家の連携
＊講習会や相談会で時間共有し知り合う⇒問題共有＝連携

取組結果 ①空き家コンサルタント養成講習会（人材育成：座学）
＊地⽅自治体の参加率の高さ（22/42名参加）
＊広島県住宅課職員が講師を担う（広島県の実施協力）

②三次市空家対策等講演会＋相談会（人材育成：実践研修）
＊職員向け相談対応研修実施

（市職員が相談会に同席予定が、相談者に同席を拒まれたため別途研修実施）

受講者及び参加者配布

三次市講演会



法務・不動産・金融の専門家ネットワークを発足し、官民が一丸となり
空き家問題を円滑に解決し、空き家相談員を育成する事業

（庄原市空き家解決専門家ネットワーク）

課題 ・各⼠業単独の空き家の問題解決、⾏政版空き家バンクの限界
・相談員不⾜と専⾨業者の不在

目的 ①各⼠業が協⼒し、⾏政と連携してワンストップで対応する空き家対策執⾏体制の整備
②空き家問題に取り組む官⺠相談員のレベルアップ、③空き家に対する市⺠の意識改⾰

取組内容 ・専⾨家と⾏政・後援団体の連携体制の構築、広報強化
・空き家相談員の⼈材育成（⾏政向けセミナー、コンサルティング）
・市⺠向けセミナー・無料相談会、福祉関係者向けセミナーの開催

成果 ・専⾨家と⾏政、後援団体のネットワークを設⽴し、専用ホームページを運営
・⾏政及び空き家相談員向けセミナー（１０回、１６８⼈参加）
・⾏政職員に対する専⾨家によるコンサルティング（１３回）
・広島県内全市町の空き家相談員に対するセミナー（１回、４４⼈参加）
・市⺠向けセミナー（全２回、５０⼈参加)、無料相談会（全３回、相談者３２⼈）
・福祉関係者向け空き家予防セミナー（全４回、９８⼈参加）

相談者 ︓１２８⼈
相談件数︓１７５件

※部門１・２の合算した数
字

ネット
ワーク

セミ
ナー

空き家
の掘り
起こし

★市内外の
相談者対応
★県内自治体・
他団体へノウハウ
提供と助言

●相談員向け
●⼀般市⺠向け
●空き家予防

空き家の
掘り起こし

⼠業・⾏政・
後援団体との
ネットワーク

セミナー
相談会

１、「庄原市空き家解決専⾨家ネットワーク」の設⽴ ３、事業後の成果２、相談対応の結果

対応結果 件数
適正管理 24
除却 2
流通 6
利活⽤ 5
予防による解決 2
解決中 51



○案内行動の実態
・何度も打合せ
・現地で立合い
・有料
・図面が多い
・写真が多い
・案内提案もする
・請負契約

●背景にある見方
・空き家は課題
・価値がない
・儲からない
・使えない
・安く手に入る
・安売り使い倒す
・補助をする
・効率省力化

○背景にある見方
・空き家は宝
・価値がある
・使いたい
・活用したい
・承継のきっかけ
・手に入らない
・ミスマッチ
・仲介役がいれば

課題 ① 空き家の相談業務が多数開催されてきたが、抜本的解決には至っていない。
② 開催について主催も内容もバラバラであり、実施状況の実態が見えない。

目的 ① うまくいっている業務とそうでない業務との違いは一体どこにあるのか、要因を探り出す。
② 今まで見えていなかった複雑で個別具体な事例の詳細を探り、先ずは可視化させてみせる。

取組内容 ① 各実施団体への面談聞取り調査を実施し、定量データを集計して図表化比較分析を行う。
② 特定団体でのサンプルの悉皆調査を実施し、定性データを図表化してクロス集計分析を行う。

成果 ① 空き家問題への多角的アプローチへに対して、基礎データの実態整備ができた。
② マッチングガイド業務がうまくいっている理由の仮説について、相関関係の検証ができた。

別添資料４

仮説と検証

空き家の相談事業に関する実態調査 （ストックリノベーション研究会）

●相談行動の実態
・１回で短時間
・相談会場
・無料
・図面はない
・写真は数枚
・専門分野のみ
・フォローはなし

●「相談型」の空き家調査成果

●単体評価と相関する手法
・具体性が高い
・外部委託率が高い
・個人間で流通取引

○集合評価と相関する手法
・抽象度が高い
・内製化が高い
・地域内で承継循環

〇「案内型」の空き家調査成果

●環境不適合で業態が退化
・単体価値
・二者取引
・Product,Profit：P系

○環境適合して業態が進化
・集合価値
・三者取引
・Resouce,Recycle：R系



課題 ○空き家の発生抑制や効率的な空き家対策の実施方策、他分野との連携方策の検討
○空き家所有者の効率的な探索方法、財産管理制度の活用推進方策、借地上の管理不全空き家への対応方策等の検討
○空き家バンクへの登録促進方策、空き家の利活用促進方策等の検討

目的 空き家対策に取り組む地方公共団体等が、専門知識やノウハウが必要な具体的課題等について共有し、専門家と連携して
対応方策を協議検討し、実践的な空き家対策について政策提言を行い、その実現を図るとともに、蓄積したノウハウ等の周
知普及を図ること。

取組内容 ○空き家対策の具体的課題に関する検討・協議のための専門部会の運営
○全国の空き家対策の取組事例等の情報収集・整理
○地方公共団体等への情報提供・共有のプラットホームの運営

成果 ①空き家対策に関するQ＆A集
②先任者が初任者に語る空家法の概説
③空き家対策の推進に向けた民事基本法制の見直しに関する参考情報
④民事基本法制の見直し等に関する質問・回答整理
⑤福祉関連情報の内部利用促進・借地上の管理不全空き家解消・財産管理
制度の活用促進に向けた政策提言・制度改正要望

⑥令和３年度 空き家対策に関する財産管理制度の活用事例集
⑦空き家バンクの登録促進に向けたノウハウ集
⑧今後の空家等対策に関する取組の検討調査結果 等

別添資料４
全国的な空き家対策推進のための協議・検討及び事例収集・情報提供事業
（一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会）

＜専門部会の構成＞

＜空き家対策の実務に関するQ＆A集（一部）＞

空き家バンク部会
＜成果⑥作成＞

（空き家バンクへの登録促
進⽅策、空き家・空き地の
活用促進⽅策等の検討）

（32市町村）

所有者特定・財産管理制度部会
＜成果③④⑤作成＞

（空き家所有者の効率的な探索⽅法、
所有者不在空き家等に係る財産管理制

度の活用推進⽅策等の検討）
（40市区町＋顧問※1＋有識者※2）

企画・普及部会
＜成果①②③作成＞

（協議会全体の取組⽅針等についての協
議・検討、先進的な取組を見極めた情報提

供等）
（21市町＋顧問※1 ＋有識者※2 ）

部会⻑：総社市 部会⻑：会津若松市 部会⻑：浜松市

発生抑制・効率的な
空き家対策分科会

（13市町村）

財産管理制度・
借地上の空き家

対策分科会
（14市町）

登録促進
分科会

（21市町村）

住宅政策
分科会

（８市町）

※1：国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ
国土技術政策総合研究所 住宅研究部 住宅計画研究室

※2：日本弁護士連合会 所有者不明土地問題に関するワーキンググループ
日本司法書士連合会 空き家・所有者不明土地問題等対策部
日本行政書士会連合会 法務業務部

所有者特定
分科会

（26市区町）

分科会主査：岡崎市 分科会主査：四国中央市 分科会主査：板橋区 分科会主査：京丹後市

利活用
分科会

（11市町）

分科会主査：藤沢市分科会主査：八尾市

＜成果⑦は協議会全市区町村会員を対象としたアン
ケート調査を事務局（一般社団法人すまいづくりま
ちづくりセンター連合会）にて実施・とりまとめ＞



課題 郊外型ニュータウンの空き家は魅力的な利活用が難しい

目的 売り手買い手双方のライフプラン支援と女性視点のまちのリブランディングを通じ空き家流通モデルを構
築する

取組内容 ①空き家流通会議の開設②ライフプラン提案③まちのリブランディング

成果 ・空き家問題対応スキームの構築・手引書作成

オールドニュータウンにおける空き家流通モデルの構築 （兵庫空き家相談セ

ンター）
別添資料４

三田モデルの展開
「空き家流通会議」「まちのリブランディング」「ライフプラン提案」の3輪
を回す事により移住しやすく選ばれるまちとなり空き家を流通すること
で空き家対策となる。



課題 〇平田地域の空き家600件のうち、空き家バンク登録6件
（空き家を利用したい人はいるが所有者は利活用に関心がない）

目的 □空き家利活用モデル（成功例）をつくって、所有者に処分のアクションを促す
□空き家でやりたい、使いたい、の中核となり、空き家に対する快情報を発信することで、地域内劇場型
空き家対策モデル（自称）で情報が自然と集まる仕組み作り

取組内容 ① 一月に一回の空き家相談会の開催
② 平田高校生とのワークショップの実施
③ タウンミーティングの開催（合計2回）
④ 空き家情報の発信スペースとして多目的無料空間を常時提供
「すずかけ荘」（昨年度平田高校と設立した多目的空間＆シェアハウス）の拠点化

無料開放で空き家、空き地利活用の実践と空き家相談会の開催で情報収集
☆平田高校生とワークショップ形式で「すずかけ荘」利用促進と空き家課題の啓発活動
☆タウンミーティングの開催による地域の中核的中期ビジョンの策定

点から面の展開へ向けて、第二第三の成功事例を地域と生み出す仕掛けづくり
これらを加入率7割以上の地域内ケーブルテレビ・法人SNSで随時発信

成果 空き家相談会とは別に、空き家の処分相談、空き家の情報、空き家を用いた地域課題解決に向けた相談の
問い合わせが個人、団体問わずに増加

別添資料４

空き家の利活用 イベントと情報発信

相談会、随時の問い合
わせで空き家情報収集
した内容を発信・新た
に利活用で好循環へ

空き家情報集約のプラットフォーム化と共生都市～まちが百貨店～構
想の推進 （特定非営利活動法人ひらた空き家再生舎）



課題 宮城県加美町の空き家の現状：平成２２年206戸→平成２７年417戸と
５年間で約２倍に増加

目的 空き家を不動産流通ベースに乗せることで空き家状態解消を目指す。

取組内容 ①空き家相談窓口の設置② 空き家問題に関するよろず相談会の開催③
物件調査及び調査を踏まえて対応策の提案

成果 ①空き家相談窓口の設置② 空き家問題に関するよろず相談会の実施
（9回）③空き家対策セミナー2回開催、空き家解消に向けて提案中４
件

別添資料４

取組内容 主な成果物

• 空き家対策に関する連携協定の締結
加美町
• 空き家対策の相談会開催と相談対応
相談会開催に向けてDM配布および町報への

掲載（一社）復興支援士業ネットワークのワンス
トップとした相談会開催９回、
• 物件調査依頼の対応

相談会をうけ、空き家所有者から物件調査の依
頼への対応
• 物件調査をした上で対応策を提案

空き家所有者へ空き家解消への対応策の説明、
場合によっては業者の紹介。
• 空き家対策セミナー実施

• 空き家相談窓口の設置
• 空き家解消に関する提案
• 相談会9回開催 相談件数34件、延件数

46件、現場調査15件
• 空き家解消に向けて提案中４件
• 空き家対策セミナー実施 2回



課題 所有者と移住希望者とのマッチングにおいて定住につながらない

目的 主体性を持つ集落の育成と移住者の定住へつなげること

取組内容 主体性を持つ集落の発掘とアイテム作成、所有者・移住者のアプローチケア

成果 １、空き家の掘り起こし決断は「集落アンケート⽅式」効果的
２、「情報の先出し⽅式」集落住⺠への安⼼へ移住から定住への⼤きな⾜掛かり
３、空き家ゼロ集落⽣まれる
４、集落ヒヤリング「空き家（思い込み）都市伝説」動画にて誤解を配信

別添資料４
移住者の定住ケアと集落の主体性を構築するための空き家ゼロチャレンジ宣言集落サポート事業

（NPO法人ふるさと福井サ
ポートセンター）

【これまでの取組】 【本事業の取組】

移住者 所有者

マッチング
（ふるさぽ・⾏政）

定住に
つながりにくい

集落

集落の存在は蚊帳の外になりがち

空き家

それそれの関係性が薄いため

移住者 所有者

②移住者情報
集落がサポート

ふるさぽ・⾏政

空き家ゼロ集落誕⽣‼

空き家

自主的かつ持続的活動へ

定住につながる

空き家ゼロチャレンジ宣言

いざ災害プロジェクト
定期的な
コミュニケーションが可能に

①集落ルールブック
事前に集落を理解

集落・アンケート⽅式

ふるさぽが
未サポート集落へ配布

①と②が
情報先出し⽅式

ミミガワ博士の空き家講座
地元ケーブルテレビ放送

U・Iターン等情報提供
ノウハウ伝達



専門家不在の小規模自治体における空き家等対策実施体制整備事業
（ほっかいどう空き家活用ネットワーク）

別添資料４

課題 ・北海道には人口１万人以下の小規模自治体が124ある。このうち、専業不動産事業者が所在しない自治体
が111(89.5%)、司法書士が所在しない自治体が86(69.4%)あり、地元での空き家等相談対応が難しい

・住宅需要が低調な小規模自治体では、相続登記の手続き放置が散見され、適切に管理する、利活用する
といった目的意識が漫然なままに放置されている空き家が多数ある

目的 ・地元事業者と役場の連携による「(仮称)空き家活用協議会」組成の調整・運営支援
・空き家等対策活動に対する「ほっかいどう空き家活用ネットワーク」の広域連携実施体制の整備

取組内容 ・地元事業者アンケート、ヒアリングを通じた、地元の空き家等対策担い手の発掘
・空き家予備軍を想定した相続登記手続き放置の解消、法改正による登記義務化等の情報提供
・空き家実態調査による所有者探索、相談会開催、及び空き家情報データベースの整備

・遠隔地在住所有者に代わって空き家適正管理を代行する「空き家管理事業」のモデル試行
・移住希望者等が、住みたい空き家の条件を登録する「空き家 “住みたい”バンク」の検討
・利活用可能な戸建空き家を改修して賃貸化する「戸建空き家 賃貸化事業」の検討

成果 ・空き家実態調査の実施
・空き家情報データベースの構築、トリアージ
・空き家位置写真帳の作成
・空き家所有者の特定、空き家相談会の実施
・空き家利活用ｱﾝｹｰﾄ、ﾋｱﾘﾝｸﾞ、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの実施

・専用ホームページの運営
・空き家インスペクションの実施
・空き家見廻り、空き家管理サービスの試行
・空き家住みたい・使いたいＢａｎｋの試行
・固定資産税通知同封の空き家予防チラシの作成

中頓別町 鶴居村 安平町 厚真町 むかわ町 松前町

統計：

人口（人） 1,641 2,513 7,504 4,420 7,664 6,624

世帯数（世帯） 863 1,203 4,018 2,125 4,057 3,830

高齢化率（％） 39.6 32.9 36.7 36.8 40.5 49.8

高齢単身世帯割合（％） 17.3 12.0 16.9 13.2 17.2 23.3

民営借家世帯割合（％） 3.0 3.4 8.5 7.6 12.6 8.8

面積（㎢） 398.51 571.80 237.16 404.61 711.36 293.25

専門家等の所在状況：

宅建士（専業の宅地建物取引業者） なし なし なし なし なし なし

司法書士（司法書士事務所） なし なし 2 なし 1 なし

税理士（税理士事務所） なし なし 1 なし なし なし

北海道住宅検査人（建築士事務所） なし なし なし なし なし なし【対象自治体の位置】

【対象自治体の人口、世帯数、専門家の所在状況】



課題 空き家所有者と利活用希望者（移住希望者）をつなぐ架け橋が不足している現状

目的 地域コミュニティ協働型「まつだ移住相談所」の設立

取組内容  まつだ移住相談所の設立
 移住相談員の育成
 空き家所有者、利活用希望者（移住希望者）双方からの相談受付
 空き家実態調査の実施

成果  まつだ移住相談所の設立による協力体制の整備
 相談員を５名設置
 空き家所有者向け相談会の開催

別添資料４
空き家の利活用を促進する地域コミュニティ協働型
「松田移住相談所」設立事業 （松田町）

１ 背景・地域の概要

神奈川県西部に位置する当町は、人口約10,500人。
東京から約70km。町の総面積37.75㎢の多くを山間部が占める自
然豊かな町である。平成７年の13,270人をピークに人口減少が始
まり、現在は10,574人と約８割。人口減少と少子高齢化に伴い、
空き家等の問題が顕在化しつつある。
地方移住の機運の高まりを受け、移住希望者が増えているものの、
受け皿となる相談窓口や住まいの情報が不足している。

取組内容
8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

1
月

2
月

移住相談所のあり方及び
移住相談員向け研修プロ
グラムの検討会議

移住相談員の募集及び研
修会

町内の空き家等実態調査

空き家所有者向けセミ
ナー及び個別相談会

4回の会議を実
施

4回の研修プログラ
ム

第1回第2回

２ スケジュール

まつだ移住相談所
メンバー
 有識者（総合計

画審査会委員）
 士業（司法書士、

宅建士）
 先輩移住者
 地域の事業者
など

３ まつだ移住相談所の枠組み

相談員の構成
 先輩移住者
 地域の事業者
 地域活動の主催

者
など

４ 相談員の育成

相談所内に、実際に空き家所有者、移住希望者
からの相談業務を実施する、相談員を設置（５
名）。
全４回の研修プログラムを受講いただいた。

５ 空き家所有者向け相談会の開催
町内全域を対象とした空き家実態調査行っ
た。
その際に、空き家所有者向け相談会の告知
を行い、「老後に備えて考える失敗しない
お家の話」と題して、主にこれから空き家
の所有者を対象に、空家としないために備
えておくべきことを啓発した。
２回開催し、合計40名の参加があった。 空き家所有者向け相談会の実施状況

全戸調査及びアンケートの
実施



課題 空き家相談体制が整わない自治体と連携し地域密着型の空き家相談会を実施。

目的 流通、管理、解体等の専門がアドバイスし利活用、空き家予防に貢献する。
フォーラムや講演会により相談員、相談者、参加者のスキルアップにつなげる。

取組内容 地域密着型空き家相談会を開催
○空き家相談会の実施 （ブースを設置、ワンストップ対応）
○フォーラム・ワークショップの同日開催○空き家個別相談会開催（予約制）

成果 ○空き家相談会開催（川越町11月6日・朝日町11月27日）。
○川越町・朝日町フォーラムの同日開催。「未来につなぐ相続登記」
○川越町・朝日町ワークショップの開催。（自治体説明、意見交換実施）
○川越町・朝日町空き家個別相談会開催。（11月24日～2月4日）

「朝日町・川越町空き家相談」（四日市不動産事業協同組合） 別添資料４

四日市不動産事業協同組合は単独で行えない自治体、空き家相談体制が整わ
ない自治体と連携し、地域密着型の空き家相談会を実施することを事業目的

①空き家相談会の開催
川越町空き家相談会開催（11月6日）不動産関連4団体、川越町が参加。
朝日町空き家相談会開催（11月27日）不動産関連4団体、朝日町が参加。
②川越町・朝日町フォーラムの同日開催。テーマ「未来につなぐ相続登記」
津地方法務局四日市支局より専門職２名が講演。相続登記制度や自筆証書遺
言書保管制度について講演頂いた。
一般参加者、相談員、行政担当が参加。相談員の研修も兼ねています。
③川越町・朝日町ワークショップの開催。（自治体説明、意見交換実施）

空き家対策説明。対応や地域状況について意見交換。
④川越町・朝日町空き家個別相談会開催。（11月24日～2月4日）

予約制。都度会場設定。行政側の協力を頂いた。


